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憲法 解答のポイント 
 

１ 本問は、取材源についての民事裁判における証言拒絶が認められるかが正面から問われる問題と

なっている。 

  あらすじは以下の通りである。フリージャーナリストのＸが、SDGsに積極的にコミットしている

ことで知られる会社甲について、環境破壊で批判を受けている国から原材料を輸入しているのでは

ないかと考え取材・報道を行った。この際、甲社からは取材を拒否されたので、元甲社の社員であ

る乙に、インタビューを受けるように強く迫り、乙が特定されないように加工した上で、乙のイン

タビュー内容を動画投稿サイトに投稿した。この結果、甲社の上記のような材料調達が明るみに出

て、不買運動等が行われた結果、甲社は損害を被って、原材料の調達先については守秘義務がある

にもかかわらず乙が暴露したことによって損害が発生したと主張し、甲社は乙に対して損害賠償請

求訴訟を提起した。この裁判において、取材源についてＸは証言を拒絶できるかということが問題

となっている。 

  まず、Ｘからの主張を行い、その上で反論等を踏まえて持論を展開するように求められている。 

２ 参考となる裁判例としては、最決平18.10.3（百選Ⅰ〔71〕）が挙げられる。参考答案は、この裁

判例の規範を用いて作成した。しかし、この問題の性質として、取材の自由（取材源を秘匿する権

利）と公正な裁判の実現の衝突する場面の処理であるという点から考えれば、この判例だけでなく、

博多駅ＴＶフィルム提出命令事件（最大決昭44.11.26）等も参考として問題ないと思われる。Ｈ18

年決定の規範を用いれば楽に論述できたであろうが、取材の自由と公正な裁判の実現が衝突してい

るということを理解し、丁寧に論じられれば、Ｈ18年決定の規範を用いることがなくとも、大きく

減点とはならないのでないかと考える。 

３ また、事実関係がかなり詳しく記載されているので、Ⅹの取材・報道がどのように社会上重要で

あるのか、その取材態様は適切であったのか等検討すべきことがたくさんあるように考える。これ

らの点についても事実・評価をしながら丁寧に検討できるとよかったと思われる。 
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憲法 解答例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１ Ⅹの主張 

１ Ⅹとしては、証言拒絶を認めず取材源の開示を強要することは、

憲法２１条１項（以下、法令名を略す。）で保障される取材の自由

を侵害し、許されないと主張すると考えられる。 

２ 取材は報道のための準備段階であり、直接的に何かを表現するわ

けではないから、取材の自由が憲法上保障されるかが問題となる。 

この点、報道の自由は、国民が国政に関与するにつき、重要な判

断の資料を提供し、国民の「知る権利」に奉仕するものであるか

ら、２１条１項で保障される重要な権利である。そして、取材の自

由は報道にとって不可欠の前提をなすものであり、また、報道が成

立するためには、情報の収集、編集、発表という一連の過程を切り

離すことができない。よって、取材の自由は２１条１項で保障され

る。 

３ 取材源の開示を強制すれば、記者と情報提供者との間の信頼関

係が破壊され、将来のスムーズな取材活動、ひいては報道業務の円

滑性を阻害するため、取材源の証言強制は、取材の自由の侵害とな

る。そして、民事訴訟法197条１項３号は「職業の秘密」の証言拒

絶を認めているところ、「職業の秘密」とは、その事項が公開され

ると、当該職業に深刻な影響を与え以後その遂行が困難になるもの

をいい、取材源の秘密は上記の通りこれに該当するため、取材源の

証言拒絶は同号を根拠に認められる。 

４ よって、Ｘの取材源の証言拒絶は認められる。 

 

 

５ 仮に、「職業の秘密」に定義上該当しても証言拒絶が認められな

い場合があるとしても、本件では以下の通り証言を拒絶できる。 

⑴ 取材の自由は外部的行為を伴うため、公共の福祉（１３条）に

よる制約を受け、「職業の秘密」にあたるとしても、証言拒絶が

許されない場合もあり得る。しかし、上記の通り取材の自由は重

要な権利である上、一度取材源が公開されれば、証言した記者だ

けでなく、報道関係者全体が取材源からの信用を得られにくくな

り、真実の報道が国内全体において困難となる。 

⑵ そこで、公共の福祉による制約が認められる場合は特に限定す

べきであり、①制約の目的が必要不可欠かつ②手段が必要最小

限度のときのみ、取材源の証言を強制できると解する。 

⑶ 本問において、取材源の開示を強制する目的は、甲乙間の裁判

において公正な裁判を実現することであり正当といえる。しか

し、損害賠償責任の内容が、乙が甲の環境破壊に関する情報を漏

洩したことによるものであることを考えると、情報漏洩自体が完

全に不当なものといえず、その告発者を確定させることが必要不

可欠とはいえない。 

６ よって、Ｘに取材源の開示を強制することは、21条１項に反して

違憲であり、Ｘは証言を拒絶できる。 

第２ 反論及び私見 

１ 取材の自由は、２１条１項により直接保障されるのではなく、２

１条１項の精神に照らして尊重に値するに過ぎず、その侵害があっ
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たとしても厳格に判断されるわけではないとの反論が考えられる。 

  しかし、取材の自由は報道の自由の必然的前提となる行為であ

り、２１条１項により直接保障されると解する。 

２ 次に、取材源の証言を強制することは、取材の自由の侵害に当た

らないとの反論が考えられる。 

  たしかに、証言を強制することは、取材活動そのものを禁止して

いるわけではない。しかし、Ｘの主張の通り、取材源がみだりに開

示されると、取材対象者との信頼関係が損なわれ、将来における自

由・円滑な取材活動に支障が生じることが考えられる。 

そのため、取材源の証言強制は取材の自由に対する侵害となる。 

３ また、取材源が「職業の秘密」にあたるとしても、すべての場合

において取材源が「職業の秘密」として保護に値するわけではな

く、証言拒絶が認められない場合があるとの反論が考えられる。 

  この点、「職業の秘密」に定義上当たるとしても、常に証言拒絶

が認められるとすると、裁判の真実発見、裁判の公正を害するおそ

れがある。そこで、秘密の開示によって生ずる不利益と、証言の拒

絶によって犠牲になる真実発見及び裁判の構成との比較考量によ

り、証言拒絶が認められるかを決するべきであると解する。 

  では、本件でＸの取材源秘匿は保護に値するか。 

 ⑴ 報道の内容はSDGｓに貢献している甲が乱開発を行っているＣ

国から木材を輸入しているという、社会的に意義の高い事実に関

するものである。また、たしかに取材の態様は乙の自宅まで押し

かけ執拗に迫るという適切さを欠くものであった。しかし、Ｘは

フリーのジャーナリストで記者会見に参加することができず、個

人に対する取材をするしか取材の手段を有しないのであり、その

態様も一般の刑罰法令に触れるようなものではなかったのだか

ら、保護に値しないとは言えない。そして、乙は自己が特定され

ないことを条件に取材を引き受けたのであり、取材源が開示され

ると、企業から守秘義務違反を追及されることを恐れ、従業員等

の取材協力が得られなくなるおそれがある。また、Ｘは記者クラ

ブに所属しておらず、個人の取材協力が得られないことによる将

来への取材活動への影響は大きい。さらに、環境問題に鋭く切り

込むインフルエンサーとしてのＸの報道機関としての重要性を

踏まえると、Ｘの取材活動に支障が生じることは、社会の知る権

利に対する損失となる。 

 ⑵ 一方で、本件訴訟は守秘義務違反に対する損害賠償請求であ

り、社会的意義のある告発に圧力をかけるものであり、訴訟の社

会的価値は低いといえる。また、乙はすでに情報提供者と推定さ

れており、これを確定するためのＸの証言の重要性は高くない。 

⑶ 以上を踏まえると、当該取材源の秘密の社会的価値を考慮し

てもなお公正な裁判を実現すべき必要性が高いとは言えず、Ｘの

取材源の秘匿は保護に値すると考えられる。 

４ よって、Ｘの証言拒絶は認められる。        

以 上 
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行政法 解答のポイント 
 

１ 本年度は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」）を題材に、設問１（１）

で取消訴訟の原告適格、設問１（２）で取消訴訟の訴えの利益、設問２で本件許可の違法事由で原

告が主張すべき内容について問われており、出題形式としては例年通りである。 

２ 設問１（１）について 

 行政事件訴訟法（以下、「行訴法」）９条１項の「法律上の利益」の解釈を示したうえで、原告適格

の有無の判断が求められる。また、Ｃは本件許可処分の名宛人ではなく、第三者であることから、

同条２項の基準に基づいて判断されるべきである。 

 Ｃの原告適格の具体的な検討に当たっては、最高裁平成２６年１月２８日第三小法廷判決を意識し

つつ、本件許可によって既存の尿収集業者であるCの有する営業上の利益が法律上保護された利益と

言えるか検討することになる。 

  Ｃの原告適格を認める場合については、廃棄物処理法に適正配置等の需給調整に関する直接的な

規定がないことに留意し、廃棄物処理法の仕組みと事業の公共性等を指摘しつつ丁寧に論述するこ

とが求められる。 

３ 設問１（２）について 

  判例学習を確かめる問題ではなく、個別法を解釈して、規定上どのような効力をもたらすかイメ

ージしながら答案を作成することになる。 

  具体的には、本件許可の取消訴訟ではなく、更新の取消訴訟を提起し、認容判決を得た場合、Dに

認められていた法律上の地位はどのように変化するか。法７条２項、３項を精読し、本件許可を取

り消した場合のＤの地位と比較して、Cの営業上の利益の救済の観点から、依然として本件許可の取

消訴訟を提起する必要があるかという筋道で起案していくことになる。 

４ 設問２について 

 廃棄物処理法７条５項２号及び３号の要件それぞれについて、Ｃが主張すべき違法事由の検討をす

ることが求められている。 

  ２号については、一般廃棄物処理計画の策定及び内容の変更に裁量があることに触れ、新計画へ

の変更が裁量権の逸脱・濫用により違法となる場合は、その計画を前提とする本件認可が違法にな

るということについて記述すべきである。 

 具体的には、旧計画の基礎とされた将来の人口及び総世帯数の減少予測は新計画においても維持さ

れているにもかかわらず、新計画において、浄化槽汚泥について、発生量及び処理量の大幅な増加

が見込まれる旨記載された事情をどのように評価するかが重要である。 

  ３号については、ＢとＤの関係性が一般廃物収集運搬業の許可の基準との関係でどのように評価

されるかを検討すべきである。 

  なお、一般廃物収集運搬業の許可の基準が法規命令であることは明らかであり、解答例ではあえ

て書かなかった。 
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行政法 解答例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１ 設問１（１）について 

１ Ｃは、本件取消訴訟に対して「法律上の利益を有する者」（行政事件訴訟法（以下、

法令名省略）９条１項）と評価することができるか。 

 「法律上の利益を有する者」とは、自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害

され、又は必然的に侵害されるおそれのある者を指す。Ｃは、本件許可の名宛人では

ないので、法律上保護された利益が侵害されたかが問題となる。法律上保護された利

益とは、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益

の中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれ

を保護すべきものとする趣旨を含むと解される利益を指す。考慮にあたっては、９条

２項を参照する。 

２ 本件許可によって、ＤがＡ市で一般廃棄物（浄化槽汚泥）収集運搬業に参入し、Ｃ

の売り上げは減少している。したがって、Ｃの保護法益は、既存事業者としての営業

上の利益と考えられる。 

  本件許可の根拠条文は法７条１項であり、許可要件として、「当該市町村による一般

廃棄物の収集又は運搬が困難であること」（同条５項１号）「申請の内容が一般廃棄物

処理計画に適合するものであること」（同条項２号）「施設及び申請者の能力がその事

業を的確に、かつ、継続して行うにたりるものとして環境省令で定める基準に適合す

るものであること」（同条項３号）があげられることから、「生活環境の保全及び公衆

衛生を図ること」（法１条）との関係で、業者が調整されていると評価できる。「一般

廃棄物処理計画」（法６条１項）は、「一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み」（法６

条２項１号）「一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項」（同

条項４号）を定めていることから、これらの事項に即して市長は許可の判断を行うと

 

 

考えられる。このような仕組み上、適正配置等の受給調整に関する明示的な規定は認

められないが、法制度上、一般廃棄物処理業の需給調整が図られていると評価するこ

とができる。また、法７条５項１号より、一般廃棄物処理業は本来市が行うものであ

り、性質上、市の住民の生活に必要不可欠な公共性の高い事業であることから、専ら

自由競争に委ねられるべき性格の事業とは位置づけられていない。 

  以上をふまえると、法は、一般廃棄物処理業の許可に基づいて営業する事業者の営

業上の利益を「生活環境の保全及び公衆衛生の向上」の基礎となるものとして、単な

る保護法益と解するだけでなく、個々人の個別的利益として保護していると解するこ

とができる。 

３ よって、Ｃは法律上保護された利益を有することから、原告適格が認められる。  

第２ 設問１（２）について 

１ 令和４年４月１日付けで本件許可が更新されたことから、本件許可に対する本件取

消訴訟は訴えの利益が消滅されたと評価されないか、「処分・・の効果が期間の経過・・

によりなくなった後においてもなお処分・・の取消によって回復すべき法律上の利益

を有する」（９条１項かっこ書）といえるかが問題となる。 

２ 「許可は、・・政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過に

よってその効力を失う」（法７条２項）が「前項の更新の申請があった場合において、

同項の期間・・の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許

可は、許可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有す

る。」（同条３項）とされている。本件許可の更新に対する取消訴訟で認容判決を得た

としても、Ｄは「更新の申請」を行っている状況にあるので、同条４項により、令和

４年３月３１日経過後も、本件許可に基づいて業務を行うことができる。したがって、
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Ｃの既存業者としての営業上の利益を保護するためには、Ｄの本件許可に基づく業務

活動を停止させる必要があるため、本件許可を取り消す必要性が認められる。 

  よって、Ｄの本件許可の更新がなされたとしても、なお、本件許可を取り消す必要

性が認められることから、「回復すべき法律上利益」があると評価することができるた

め、本件取消訴訟の訴えの利益は肯定されると主張する。 

第３ 設問２について 

１ 「一般廃棄物処理計画に適合するものであること」（法７条５項２号）の要件充足性

について、新Ａ市長が新計画策定にあたって、裁量の逸脱・濫用が認められるとして、

新計画が違法であり、新計画を前提とする処分も違法であると主張する。「一般廃棄物

処理計画」（法６条２項）は「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る」（法１条）

ために、一般廃棄物の管理、抑制方策、処理に関する基本事項を定める（法６条２項

各号参照）。このような計画の策定は、地域の事情に精通し、かつ、政策的な判断を下

せる市長の専門技術的な判断に委ねなければ、合理的な判断を下すことができない。

したがって、一般廃棄物処理計画の策定にあたっては、市長に裁量が認められる。Ｃ

としては、新計画が、判断要素の選択、判断過程に合理性を欠き、社会通年に照らし

て著しく妥当性を欠くものであるとして、裁量の逸脱・濫用を主張する。 

  新計画では、一般廃棄物（浄化槽汚泥）の収集運搬をＢＣに限定せず、競争原理を

持ち込んだ。改定の理由として、浄化槽の設置件数の増加が予想されることがあげら

れる。しかし、Ａ市では、現在、浄化槽の設置が微増しているが、将来の人口及び総

世帯数は減少が予想されていることから、微増は漸次的なものにすぎず、これをもっ

て、浄化槽の設置件数の増加が予想されるという判断は、判断要素の選択、評価に合

理性を欠く。また、ＢＣの２社体制でＡ市の２倍の収集運搬能力が確保され、適切な

収集運搬体制が維持されていることから、法１条の目的に適した状況にある状態を変

更するものといわざるをえず、考慮要素の選択、評価に合理性を欠くといわざるをえ

ない。また、新計画では「発生量及び処理量の見込み」において、浄化槽の設置件数

の増加に伴い、浄化槽汚泥について、発生量及び処理量の大幅な増加が見込まれる旨

記載されているが、将来の人口及び総世帯数の減少予測は新計画においても維持され

ていることを踏まえると、考慮要素の選択、評価に合理性を欠くと言わざるを得ない。 

  以上より、新計画は、社会通念上著しく妥当性を欠くといわざるを得ず、新Ａ市長

に裁量の逸脱・濫用が認められるため、新計画に基づいてなされた本件許可は、法７

条５項２号に反し違法であると主張する。 

２ 法７条５項３号該当性については「環境省令で定める基準」、すなわち、規則２条の

２の各号要件を充足しないと主張することになる。Ｄは、Ｂとは独立した法人格で、

本件許可を受けていることから、Ｂと独立して、規則２条の２の要件を充足する必要

がある。Ｂが保有している運搬車も使用し得るということは、Ｄ単体で適切な規模の

「運搬車」の所有が認められないと評価できるので規則２条の２第１号イの要件を充

足しないと評価できる。また、Ｄの代表者は、従来、一般廃棄物収集運搬業に従事し

た経験はなかったことや、Ｄの営業所は実質的にＢの営業所から独立していないこと、

Ｄの代表者はＢの営業所内で執務を行っており、Ｂの雇用人員が随時Ｄに出向するよ

うな契約を締結していることから、Ｄ独立で評価した場合規則２条の２第２号イロの

要件充足性は認められないといえる。 

よって、本件許可は、法７条５号３号を充足せず、違法と主張する。    

以 上 




